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小学生はいじめ被害を誰に相談するのか
～援助要請経路と援助要請への介入の試み～
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1)調査内容
①暴力や暴言の「顕在性攻撃被害状況」，仲間はずれなどの「関係性攻撃被害状況」を提示し，「あなたなら，最初に誰に相談するか
（第一選択）」，「最初の相談者に相談しても解決しない場合，次に，誰に相談するか（第二選択）」を質問した。
②よりよい学校生活と友だちづくりのためのアンケート（Hyper Q-U),図書文化社から，いじめ被害感（河村・田上，1997）を測定した。

結果① 小学生はいじめ被害を誰に相談するか？

いじめ被害の予防することは現在の教育現場の課題。様々な予防方法，解決方法が研究・提案されているが，一つの方法
は，被害児童・生徒が大人に助けを求められるようにすること。水野ら（2017）は助けを求める意識や行動を「援助要
請・被援助志向性」というキーワードで研究してきた。

小学生が「いじめ被害（顕在性攻撃場面・関係性攻撃場面）」について，最初に誰に相談するのか（第一選択），最初の相談者に相談し，
解決しない場合，次に誰に相談するのか（第二選択）を質問紙（アンケート）で質問した。本研究ではこれを援助要請経路と呼ぶ。

2）調査方法
①2017年の1学期（6月・7月）と2学期（11月・12月）に関西・中部地区の小学生5年生・6年生に2回調査を実施した（縦断的調査）。
②二度の調査に回答した352名を分析。
③調査は，成績には影響しないことを説明し児童に協力を求めた。回答は児童の自由意志。シール付き封筒に入れて調査票を回収した。
調査方法は大阪教育大学倫理委員会で承認された（2016年10月21日，承認番号232号）。

結果② 1学期の援助要請経路と2学期の被害の関連

①顕在性攻撃被害及び関係性攻撃
被害ともに，1学期，2回目の相談
先として「保護者」を選択する児
童は，2学期の被害感が少ない。
保護者に相談できることは児童の
被害感を低める可能性がある。
②関係性攻撃被害では，1学期，1
回目及び2回目で，「担任」に相
談すると回答した児童の，2学期
の被害感が少ない。関係性攻撃に
ついては，担任に相談できること
がいじめ被害感を低くする可能性
がある。学級経営での人間関係づ
くりが大事である可能性がある。

いじめ被害を保護者，担任に相
談すると回答した児童が多い。
しかし，関係性攻撃では，10％
の児童が「誰にも相談しない」
と回答。そして，第一選択肢で
解決しない場合，16％の児童が
「誰にも相談しない」と回答。

実践 ＜いじめ通報アプリ(Stop it)＞に埋め込む漫画の作成

株式会社ストップイットジャパンのアプリ「ストップイッ

ト」に埋め込む漫画を作成した。ストップイットを利用する
125,936名の児童生徒を対象に，いじめ被害の援助要請を促進さ
せるためである。
いじめの援助要請をテーマにした漫画を4場面で作成した。い

じめ被害者の児童生徒の援助要請の不安を低減するために以下
の場面を設定した。
①相談できる相手を見つけよう（援助資源）
②いじめられているのはあなたが弱いわけではない
（いじめの原因帰属）

③いじめられてガマンすべき？（いじめの援助要請）
④いじめを見た（傍観者の援助要請）

https://seek-help.net/

いじめ通報アプリ
Stop it
（Stop it Japan 株式会
社提供）

研究の目的

方法 小学生5年生・6年生対象の調査（1学期と2学期の縦断調査）

株式会社ストップイットジャパン谷山大三郎氏との共同実践


